東庄町介護保険住宅改修支援事業助成金交付要綱
　（趣旨）

第１条　この告示は、介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６号）第７５条第１項又は第９４条第１項の規定に基づき、居宅介護（介護予防）住宅改修費の支給申請に係る理由書（以下「理由書」という。）の作成を行った介護支援専門員等に対し、予算の範囲内において介護保険住宅改修支援事業助成金（以下「助成金」という。）を交付することに関し、必要な事項を定めるものとする。
　（定義）

第２条　この告示において「介護支援専門員等」とは、各号に掲げる者をいう。
⑴　介護支援専門員

⑵　作業療法士

⑶　理学療法士

⑷　福祉住環境コーデイネーター検定試験２級以上に合格した者
⑸　前各号に掲げる者のほか、居宅介護住宅改修費又は介護予防住宅改修費の支給対象となる住宅改修について十分な専門性があると認められる者　　　　　　
　（交付対象者）

第３条　助成金の交付対象者は、居宅介護支援の提供を受けてない要介護者又は要支援者に対して、理由書を作成した、介護支援専門員等が所属する事業所とする。

　（助成金の額）

第４条　助成金の額は、理由書の作成１件につき２，０００円とする。
　（交付申請）

第5条 　助成金の交付を受けようとする事業者は、介護保険住宅改修支援事業
助成金交付申請書（様式第１号）を町長に提出するものとする。
（交付決定）

第6条 　町長は、前条の規定する申請書を受理したときは、審査を行い、助成　　　　　　　　　　金交付の可否を決定し、介護保険住宅改修支援事業助成金交付決定（却下）通知書（様式第２号）により、申請者に通知するものとする。
　（助成金の請求）

第7条 　前条の規定により支給決定を受けた者が助成金の交付を受けようとするときは、介護保険住宅改修支援事業助成金交付請求書（様式第３号）を町長に提出するものとする。

　（助成金の返還）

第8条 　町長は、偽りその他不正の手段により助成金の交付を受けた事業者に対し、交付額に相当する金額の全部又は一部を返還させることができる。
　（その他）

第9条 　この告示に定めるもののほか、必要な事項は、町長が別に定める。
附　則

　この告示は、平成２４年４月１日から施行する。

